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エグゼクティブサマリー
2016年4月7日、欧州委員会は付加価値税（VAT）の行動計画を採択しました。調
和のある単一の欧州連合（EU）VAT制度の整備に向けた取り組みを意図したもの
となります。それと同時に委員会のプレスリリースを発表し、行動計画の概要と詳
細なQ&A文書を公開し、各計画を実施する根拠を明示しました。

行動計画はEUが以下の目標を達成するため、喫緊の課題への取り組み内容を示し
ています。

• VAT不正を対処し、徴収不足を解消（徴収不足額は約1,700億ユーロ（約20兆
円）に上り、税収の15.2%の損失と推定）

• VAT制度をデジタル経済と中小企業（SMEs）のニーズに適合

• 単一の欧州VAT制度の設立に向けた明確な「方向性」を提供し、国境を超える
取引について、確実性の高い「仕向地原則」を導入

• VAT税率の枠組みを整備し、加盟国が柔軟に税率を設定できるように選択肢を
設定

行動計画は、VAT登録をしている全ての法人の関心事項になると考えられます。
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詳細
上記4つの主要課題に基づき、以下の行動計画が設定されてい
ます。

デジタル市場戦略

委員会はデジタルシングルマーケット戦略の一環として、2016
年末までに国境を超える電子商取引における近代化及び簡素
化されたVAT制度の整備を目的として、下記を考慮した法案を
提示する見込みです。

• 現在のワンストップ・ショップ制度*を、遠距離販売を含む、 
全てのクロスボーダー電子商取引に拡大

• EU共通の簡素化措置を導入し、小規模なスタートアップ 
電子商取引ビジネスを支援

• 当該分野の税務調査の整備、効率化（自国での調査実施）

• 第三国から輸入する小包に係るVAT免税措置の廃止

デジタルマーケット戦略はまた電子出版について特筆して 
おり、委員会はVATの適用にあたり、紙と電子出版の不平等な
取扱いについて解決を図る提案を行うとしています。提案は
EU全般にわたり、電子出版に対するVAT課税の方針を統一す
る試みとなります。
* ワンストップ・ショップ制度： VATの仕向地主義課税の徹底に伴い、事業者が仕
向地ごとにVAT登録、申告納税をするといったような事務負担を軽減するた
め、課税登録をしている加盟国のみで申告納税を行うことを可能とする制度。

VATの徴収不足

行動計画は、VATの徴収不足に対して20の措置をまとめ、次の
点について緊急な対応を要請しています。

• EU加盟国内及び非加盟国との協力強化

• 税務行政の効率向上

• 自主コンプライアンスの改善

• 税の徴収の改善に対する注力

上記を踏まえた2016年の委員会の提示事項

• 非EU国を含む税務行政機関及び関税局と法の執行機関と
の協力を改善する措置、及び不正に対する効果的な取締り
の税務行政について、能力強化のための措置

• 税金債務の回収の相互支援に関する指令の評価報告書

2017年の委員会の提示事項

• VAT行政協力とユーロフィスク*向上のための提案
* ユーロフィスク： 加盟国の税務当局がVATの不正を検出するためのネットワー
クシステム

クロスボーダー取引における最終的なVAT制度

行動計画には、ますます増加するクロスボーダー事業の複雑性
と現行のシステムが、深刻なクロスボーダー取引における不正
行為の温床となっている現状について委員会の見解が提示さ
れています。

2017年には委員会は、クロスボーダー取引について、仕向地
課税の原則に基づく最終的なVAT制度の法案を公表する予定
です。最終制度では物品の供給者が顧客からVATを徴収するこ
とになりますが、クロスボーダー取引についてもこの方法が適
用されることになります。

VAT税率方針の近代化

仕向地原則に基づく最終的なVAT制度を導入することが決定
されたことにより、VAT税率に関する規則の見直しが必要とな
ります。

行動計画は加盟国がVAT税率の設定にあたり広範な自治権を
付与されることを示唆しており、委員会は二つの選択肢を提示
し、加盟国に自由度を与えています。

1. 最低標準税率15%及び現行の例外適用及び軽減税率のリ
ストを維持し、当該リストを他の加盟国からの意見に基づき
定期的に見直す； 又は

2. 上記リストは廃止するが、加盟国に軽減税率の件数と水準
を管理することを許可する（ただし、不公正競争に係る法令
及びセーフガードの適用を受ける）。

しかしながら、委員会はこの措置が潜在的に政治的な課題が
あることを認識しており、加盟国及び欧州議会との討議を開始
し、2017年には詳細な法案を発表する意向を示しています。
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